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１ 支援費基準に係るサービスコードについて

１ サービスコード設定の趣旨

支援費制度に係る市町村及び事業者の事務の効率化に資するため、支援費の請求、審

査、支払等に係る事務処理システムを導入しようとしている市町村の参考として、標準

的なサービスコードを設定する。

２ サービスコードとは

支援費請求の際に添付する明細書に記載する事項について、法区分、サービスの種類

及びサービス内容を体系化した上、コード番号を設定する。

３ サービスコードの設定の考え方及び設定の際の留意点について

サービスの名称は 平成１４年９月１２日 支援費制度担当課長会議資料 以下 ９、 「 」（ 「

」 。） 「 （ ）月１２日会議資料 という 及び平成１４年１２月２７日付事務連絡 支援費基準 案

等の送付について」において提示した「身体障害者福祉法に基づく指定施設支援に要す

（ ）」、「 （ ）」、る費用の額 案 知的障害者福祉法に基づく指定施設支援に要する費用の額 案

「身体障害者福祉法に基づく指定居宅支援等に要する費用の額（案 「知的障害者福）」、

祉法に基づく指定居宅支援に要する費用の額（案 」及び「児童福祉法に基づく指定居）

宅支援等に要する費用の額（案 」に基づき設定した。）

サービスコード設定の考え方及び情報の項目を設定する際の留意点については、以下

のとおり。
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（１）サービスコード設定の考え方

以下に示すように 「法区分 「サービス種類 「サービス内容１」及び「サービ、 」、 」、

ス内容２」のそれぞれに、コード番号及び略称を設定し、コード番号を結合した番号

を「サービスコード 、略称を結合した文字列を「サービス名称略称」とする。」

統合ｻｰﾋﾞｽｺｰﾄﾞ 法区分 サービス種類 サービス内容１ サービス内容２

身体障害者福祉法 身体障害者デイ 併設型身体障害者デイ 併設型 所要時間４時11212120
サービス事業 サービス支援費（Ⅰ） 間以上の場合

加算 送迎加算11219010 身体障害者福祉法 身体障害者デイ
サービス事業

加算 入浴11219610 身体障害者福祉法 身体障害者デイ
サービス事業

加算 給食11219620 身体障害者福祉法 身体障害者デイ
サービス事業

略 称 内 訳

法区分 サービス種類 サービス内容１ サービス内容２

１ 身障 デイ （Ⅰ）併設 ４Ｈ以上12 12 12

１ 身障 デイ （Ⅰ）加算 送迎12 19 01

１ 身障 デイ （Ⅰ）加算 入浴12 19 61

１ 身障 デイ （Ⅰ）加算 給食12 19 62

サービスコード サービス名称略称 略称を

末尾一桁は事業区 結合

分を表し、０を支 身障デイ（Ⅰ）併設４Ｈ以上1121212
援費のコードとし

ている。１～９ま 身障デイ（Ⅰ）加算送迎1121901
でのコードは各自

治体ごとの単独事 身障デイ（Ⅰ）加算入浴1121961
業等に活用するこ

とができる。 身障デイ（Ⅰ）加算給食1121962
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（２）サービスコードの体系について

サービスコードは、９月１２日会議資料６及び７ページの「３ 指定事業者情報提

供システムについて」別紙１「障害者支援費サービスコード表」に記載した「法区分

コード」及び「サービスコード」に基づき、次の体系にまとめた（個々のサービスコ

ードについてはサービスコード仕様書／解説書（案）を参照 。）

①「法区分」について

９月１２日会議資料の「法区分コード」を使用し 「法区分」と呼称する。、

【例示】

１：身体障害者福祉法 ２：知的障害者福祉法 ３：児童福祉法 ４：心身障害

者福祉協会の設置する施設 ６：身体障害者福祉法（基準該当区分） ７：知的

障害者福祉法（基準該当区分） ８：児童福祉法（基準該当区分）

②「サービス種類」について

９月１２日会議資料７ページの「サービスコード」を使用し 「サービス種類」と、

呼称する （このコードは、同ページの「支援費サービスの名称」に対応したもの 。。 ）

【例示】

１１：居宅介護等事業 １２：デイサービス事業 １３：短期入所事業

１４：知的障害者地域生活援助事業 ３１：肢体不自由者更生施設

③「サービス内容」について

支給決定の内容を 「サービス内容１ 「サービス内容２」に二分割した。、 」、

ア 「サービス内容１」

主に支給決定を行う上で必要となる項目を 「サービス内容１」とした。、

【例示】

１０：身体介護中心 ２０：家事援助中心 ３０：移動介護中心（身体介護を伴

わない場合） ４０：移動介護中心（身体介護を伴う場合） ５０：日常生活支援
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「サービス内容１」の一桁目が９の場合は、加算項目として別に管理する（⑤を参

照 。）

また、特定のサービス種類についてのみ加算を適用する場合は、当該サービス種類

でしか使用することができないように設定する。

【例示】

デイサービスの「入浴加算」について、併設及び単独型の身体障害者デイサービス

支援費（Ⅰ （身障デイ（Ⅰ ）に適用でき、併設型及び単独型の身体障害者デイサ） ）

ービス支援費（Ⅱ （身障デイ（Ⅱ ）には適用できないようにする場合は、身障デ） ）

イ（Ⅰ）にのみ加算を設定することができる。

この場合、身障デイ（Ⅰ）と身障デイ（Ⅱ）のサービス内容の十の位を１、２と

分け、身障デイ（Ⅰ）を１１２１０００、身障デイ（Ⅱ）を１１２２０００と設定

し、加算を１１２１９６１と設定することにより、身障デイ（Ⅱ）においては「入

浴加算」は請求できなくなる。

イ「サービス内容２」について

「サービス内容１」の細目として支援費の請求に必要となる項目を 「サービス内容、

２」とした。

【例示】

身体障害者福祉法の身体障害者居宅介護等事業の身体介護中心（１１１１１××）

に対し、以下の「サービス内容２」を設定する場合

１１１１１１１ 日中３０分未満

１１１１１１２ 日中３０分以上１時間未満

１１１１１１３ 日中１時間以上１時間３０分未満

１１１１１１４ 日中１時間３０分以上以上（＋３０分以上）

④加算のコード設定について

加算のコードについては 「サービス内容１」の二桁目を９とすることとし 「サー、 、

ビス内容２」を次のように整理した。

０１～３９：決定が不要な加算（送迎加算等）

４０～５９：決定が必要な加算（ＡＬＳ加算等）

６０～７９：決定が必要であり、かつ、数量を定める加算（入浴加算、給食加算等）

８０～９５：市町村独自の加算がある場合に使用可
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（３）渡り先コード（ 支給決定と請求」及び「契約と請求」の関連づけ）について「

支援費の請求においては、支給決定の内容より詳細な事項を記載する必要があるた

め、支給決定内容と支援費請求のサービスコードの間に、一定の関連づけをする必要

がある。

決定用サービスコード 請求用サービスコード

２１３１１１１ 知的短期基本宿泊あり

２１３１０００知的短期基本決定 ２１３１１１２ 知的短期基本１／４

２１３１１１３ 知的短期基本２／４

２１３１１１４ 知的短期基本３／４

２１３１９０１ 知的短期基本加算送迎

※ 例えば、上記の例のように決定用サービスコード「２１３１０００」により支給

決定を行うと、事業者は、請求用サービスコードを用いることにより、支給決定の

範囲内でサービスを組み合わせて支援費を請求することが可能である。

なお、事業者と利用者の契約についても、支給決定と同様、決定用サービスコード

を用いることにより、請求用サービスコードを用いて請求可能なサービスを包括して

契約することとなる。

身障居宅身体決定1111100

日中３０分未満1111111

日中３０分以上１時間未満1111112

日中１時間以上１時間３０分未満契 約 ≧ 1111113

に対する 契約範囲内の1111110

（ ）契約行為 請求が可 日中１時間３０分以上 ＋３０分以上1111114

したがって 「２１３１１１１（知的短期基本宿泊あり）に対応する支給決定コード、

は、２１３１０００（知的短期基本）である」といった関連づけを、システム上で定義

付けすることとする。
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（４）障害程度区分、単価差及び級地区分について

障害程度区分、単価差及び級地区分は、以下のとおりのコード体系とした。

統合サービ 統合サービスコード略称 区分なし 区分１ 区分２ 区分３ 甲地 乙地 丙地特別区 特甲地

スコード ００ ０１ ０２ ０３ ０１ ０２ ０３ ０４ ０５

身障居宅身体日中３０ １11111110 1.072 1.06 1.036 1.0182,010

身障居宅身体日中６０ １11111120 1.072 1.06 1.036 1.0184,030

身障居宅日中９０ １11111130 1.072 1.06 1.036 1.0185,870

身障居宅身体日中＋３０… １11111140 1.072 1.06 1.036 1.0182,200


